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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第90期

中間連結会計期間
第91期

中間連結会計期間
第90期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上収益 (百万円) 136,427 146,973 276,862

経常利益 (百万円) 23,058 25,377 42,650

親会社株主に帰属する
中間（当期）純利益

(百万円) 14,825 16,755 28,476

中間包括利益又は
包括利益

(百万円) 18,334 16,323 28,703

純資産額 (百万円) 250,682 232,024 244,821

総資産額 (百万円) 1,138,769 1,206,712 1,141,276

１株当たり中間(当期)
純利益

(円) 82.47 94.49 158.35

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益

(円) － 93.13 －

自己資本比率 (％) 22.0 19.2 21.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △60,430 △66,113 △45,960

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △10,491 △6,996 △1,049

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 74,652 75,833 51,308

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 52,980 56,272 53,548
 

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

２ 取締役等に対する業績連動型株式報酬制度および経営幹部社員に対するインセンティブプランに係る信託が

保有する当社株式は、中間連結貸借対照表において自己株式に含めて計上しており、その株式数は、１株当

たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上、期中平均株式数の

計算において控除する自己株式に含めています。

３ 第90期および第90期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株

式が存在しないため記載していません。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 
１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生または前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあり

ません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものです。

 
(1) 業績の状況

（連結業績）

・グループ総取扱高は２兆8,466億円（前年比＋９％、前年差＋2,329億円）、フィンテックのカードクレジット取

扱高が全体をけん引し、中間連結会計期間では過去最高となりました。

・売上収益は1,470億円（前年比＋８％）と６期連続の増収、営業利益は308億円（前年比＋17％）、経常利益は

254億円（前年比＋10％）、当期利益は168億円（前年比＋13％）と、それぞれ３期連続の増益となりました。

・ＥＰＳは94.5円（前年比＋15％、前年差＋12.0円）、利益の増加により前年を上回りました。
 

※「第２　事業の状況」において、億円単位で記載している金額は億円未満を四捨五入しています。
 

 

営業利益の増減内訳

・債権流動化による債権譲渡益を60億円（前年差△22億円）、償却額・費用等を53億円（前年差＋１億円）計上し

たことにより、営業利益は23億円減少しました。

・上記の債権流動化影響を除いた実質的な営業利益は67億円の増益（小売＋14億円、フィンテック＋52億円）とな

りました。
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（セグメント別の状況）

・小売セグメントの営業利益は65億円（前年比＋27％）、前年を14億円上回りました。

・フィンテックセグメントの営業利益は283億円（前年比＋11％）、前年を29億円上回りました。
 

□ セグメント別の売上収益・営業利益
 

 

＜小売セグメント＞

・マルイ・モディ店舗においては、リアル店舗ならではの価値創出をめざして「売らない店づくり」を進めてお

り、お客さまに支持されるテナントを導入し多くのお客さまにご来店いただくことで、店舗価値を高めていま

す。

・テナント収入においては、より魅力的なテナントへの入替と売上に応じた変動収入の拡大への取り組みなどによ

り、未稼働面積の減少と収益性の向上が進み、当中間連結会計期間のテナント収入は238億円（前年比＋２％）

となりました。
 

□ テナント収入の増減内訳

 

 
・拡大に向けて取り組みを進めている「好き」を応援するイベントにおいては、マルイ店舗だけではなく外部施設

での出店を推進したことで、年間開催数は1,000回を超えています。このイベントは、カード募集力のある社員

が運営しているため、１日当たりのカード入会数は一般イベントの16倍となっています。イベント面積は前年を

上回る規模で順調に拡大しており、取扱高は83億円（前年比＋60％）となりました。
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＜フィンテックセグメント＞

・戦略的に進めている「家計シェア最大化」の取り組みにより家賃払いでのご利用、公共料金などの定期払いが伸

長したことで、第２四半期のカードクレジット取扱高は１兆3,318億円（前年比＋９％）、当中間連結会計期間

では２兆6,312億円（前年比＋９％）とそれぞれ過去最高となりました。
 

□ カードクレジット取扱高の推移

 

 
・分割・リボ取扱高は2,486億円（前年比＋７％）と拡大し、流動化債権を含む分割・リボ払い残高は過去最高の

5,136億円（前年比＋６％）となりました。

・エポスカードの新規会員数は44万人（前年差＋１万人）、期末会員数は851万人（前年差＋40万人）と、それぞ

れ過去最高となりました。

・これまで事業の成長をけん引してきたゴールドカードに加えて、一人ひとりの「好き」を応援するカードの取り

組みを強化しています。「好き」を応援するカードは、一般カードに比べて若者の保有比率が高く、ＬＴＶ（生

涯利益）が２～７倍高いカードとなっています。アニメ・ゲームやエンターテインメントとのコラボレーション

カードは、熱量の高いファンが多く、ＳＮＳなどを通じて認知が広まりやすい特性もあり、ネット入会との親和

性が高いことが特徴です。また、利用時に付与されるポイントの一部を自動的にあらかじめ定められた団体へ還

元する応援・寄付カードの拡大を進めるため、新たに開発する「好き」を応援するカードに、この応援・寄付機

能を標準的に組み込んでいます。この「好き」を応援するカードは、フィンテックだけではなく、小売や共創投

資に携わる社員からも提案が生まれており、企画数は全167企画に拡大しています。これらの取り組みにより、

「好き」を応援するカードの新規会員数は21万人（前年差＋１万人）、期末会員数は153万人（前年差＋27万

人）となりました。今後は、「好き」をきっかけにご入会いただいたお客さまと長く深い関係性を構築してい

き、お客さま一人ひとりとのエンゲージメントを高めることで、継続利用と利用額の拡大につなげていきます。

 

□ 新規入会の推移
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□ カード会員数の推移

 

（ＬＴＶの安定性を表す指標）

当社グループの収益構造はこれまでのビジネスモデルの転換にともない、店舗の不動産賃貸収入やカード手数料

をはじめとする「リカーリングレベニュー（継続的収入）」が拡大し、売上・利益に占める構成が大きくなりま

した。お客さま・お取引先さまとの契約に基づく継続的収入であるリカーリングレベニューからは、翌期以降の

将来収益を「成約済み繰延収益」としてとらえることが可能であり、収益の安定性を測る指標として使用できま

す。これらは、ＬＴＶを重視した当社グループの長期視点の経営において重要な要素であると考えています。

 
・当期のリカーリングレベニュー（売上総利益ベース）は879億円（前年比＋12％）となり、売上総利益に占める

割合は66.6％（前年差＋1.9％）となりました。

・期首時点の成約済み繰延収益は4,757億円（前年比＋19％）となり、2026年３月期の売上総利益の約1.9倍の将来

収益が見込まれています。なお、成約済み繰延収益の算出は、不動産賃貸収入は契約年数、分割・リボ手数料や

カードキャッシング利息は返済期間、加盟店手数料（リカーリング分）はカード有効期間、家賃保証は保証期間

をもとに行っています。
 

□ ＬＴＶ経営の指標

 

 

（注）売上総利益ベースのリカーリングレベニュー、およびその構成を算出する際の売上総利益には、販管費戻り

（お取引先さまから継続的にいただく経費）を含めています。

 
(2) 財政状態の状況

・営業債権（割賦売掛金・営業貸付金）は、カードクレジット取扱高の拡大などにより7,839億円（前期末差＋702

億円）となりました。総資産は１兆2,067億円（前期末差＋654億円）となりました。

・有利子負債（リース債務を除く）は8,202億円（前期末差＋1,040億円）となりました。また、転換社債（ゼロ

クーポンユーロ円ＣＢ）を除く有利子負債は7,702億円となりました。

・自己株式の取得や配当金の支払などにより、自己資本は2,314億円（前期末差△128億円）となり、自己資本比率

は19.2％（前期末差△2.2％）となりました。
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□ バランスシートの状況

 
(3) キャッシュ・フローの状況　

・営業キャッシュ・フローは、661億円の支出（前期は604億円の支出）となりました。営業キャッシュ・フローか

ら営業債権等の増減を除いた基礎営業キャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が増加したことなどによ

り、前期より38億円増加し、279億円の収入となりました。

・投資キャッシュ・フローは、有形および無形固定資産の取得による支出58億円などにより、70億円の支出（前期

は105億円の支出）となりました。

・財務キャッシュ・フローは、有利子負債の増加による1,039億円の収入や自己株式の取得による支出179億円、配

当金の支払119億円などにより758億円の収入（前期は747億円の収入）となりました。

 
□ キャッシュ・フローの状況

 

 

（注）当社グループでは営業キャッシュ・フローから営業債権（割賦売掛金・営業貸付金）等の増減を控除した

「基礎営業キャッシュ・フロー」を収益性・健全性の指標としています。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,400,000,000

計 1,400,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 183,660,417 183,660,417
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数
100株

計 183,660,417 183,660,417 ― ―
 

 

（２）【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

当中間会計期間において発行した新株予約権付社債は、次のとおりです。

2031年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債

決議年月日 2026年８月24日

新株予約権の数（個）※ 5,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
（株）※

普通株式　15,475,085（注１）

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 3,231（注２）

新株予約権の行使期間 ※ 自　2026年９月23日　至　2031年９月16日（注３）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　　　　　　3,231
資本組入額　　　　　　1,616（注４）

新株予約権の行使の条件 ※ （注５）

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたものであ
り、本社債からの分離譲渡はできません。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 ※

（注６）

新株予約権の行使の際に出資の目的とする財産の
内容及び価額 ※

各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社
債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その額面金額と同
額とします。

新株予約権付社債の残高（百万円）※ 50,000
 

※ 新株予約権付社債の発行時（2026年９月９日）における内容を記載しています。
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（注）１．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額

を下記２記載の転換価額で除した数とします。ただし、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現

金による調整は行いません。

２．（１）各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社

債の価額は、その額面金額と同額とします。

（２）転換価額は、当初、3,231円とします。

（３）転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普

通株式を発行しまたは当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、下記の算式により調整さ

れます。なお、下記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有する

ものを除く。）の総数をいいます。

    
既発行
株式数

＋

発行または処分株式数×１株当たりの払込金額

調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

×

時価

既発行株式数＋発行または処分株式数
 

また、転換価額は、当社普通株式の分割または併合、一定の剰余金の配当、当社普通株式の時価を

下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるも

のを含む。）の発行が行われる場合、組織再編等、上場廃止事由またはスクイーズアウト事由その

他一定の事由が生じた場合にも適宜調整されます。

３．2026年９月23日（同日を含む。）から2031年９月16日（同日を含む。）まで（行使請求受付場所現地時

間）とします。ただし、①本社債の繰上償還の場合は、償還日の東京における３営業日前の日まで（ただ

し、本新株予約権付社債の要項に定める税制変更による繰上償還の場合に、繰上償還を受けないことが選

択された本社債に係る本新株予約権を除く。）、②当社による本新株予約権付社債の取得がなされる場

合、または本社債の買入消却がなされる場合は、本社債が消却される時まで、また③本社債の期限の利益

の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとします。上記いずれの場合も、2031年９月16日（行使請求受

付場所現地時間）より後に本新株予約権を行使することはできません。

上記にかかわらず、当社による本新株予約権付社債の取得の場合、本新株予約権付社債の要項に従い、

2031年７月１日（同日を含む。）から選択償還期日（同日を含む。）（以下に定義する。）までの間は、

本新株予約権を行使することはできません。また、当社の本新株予約権付社債の要項に定める組織再編等

を行うために必要であると当社が合理的に判断した場合、組織再編等の効力発生日の翌日から14日以内に

終了する30日以内の当社が指定する期間中、本新株予約権を行使することはできません。

「選択償還期日」とは、本新株予約権付社債の要項に定める取得期日（2031年９月９日）から東京におけ

る２営業日目の日をいいます。

また、本新株予約権の行使の効力が発生する日（またはかかる日が東京における営業日でない場合、東京

における翌営業日）が、当社の定める基準日または社債、株式等の振替に関する法律第151条第１項に関連

して株主を確定するために定められたその他の日（以下「株主確定日」と総称する。）の東京における２

営業日前の日（または当該株主確定日が東京における営業日でない場合、東京における３営業日前の日）

から当該株主確定日（または当該株主確定日が東京における営業日でない場合、東京における翌営業日）

までの期間に当たる場合、本新株予約権を行使することはできません。ただし、社債、株式等の振替に関

する法律に基づく振替制度を通じた新株予約権の行使に係る株式の交付に関する法令または慣行が変更さ

れた場合、当社は、本段落による本新株予約権を行使することができる期間の制限を、当該変更を反映す

るために修正することができます。

４．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定

めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を

生じる場合はその端数を切り上げた額とします。

５．（１）各本新株予約権の一部行使はできません。

（２）本新株予約権付社債権者は、(ⅰ)2030年９月30日（同日を含む。）までの各暦年四半期中において

は、直前の暦年四半期（すなわち2026年６月30日に終了する暦年四半期から2030年６月30日に終了

する暦年四半期までの各暦年四半期）の最後の取引日（以下に定義する。）に終了する20連続取引

日において、当社普通株式の終値が、当該最後の取引日において適用のある転換価額（ただし、

2026年６月30日に終了した暦年四半期に関しては上記２記載の当初転換価額とする。）の150％を超

えた場合に限って、または(ⅱ)2030年10月１日（同日を含む。）から2031年６月30日（同日を含
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む。）までの各暦年四半期中においては、直前の暦年四半期（すなわち2030年９月30日に終了する

暦年四半期から2031年３月31日に終了する暦年四半期までの各暦年四半期）の最後の取引日に終了

する20連続取引日において、当社普通株式の終値が、当該最後の取引日において適用のある転換価

額の130％を超えた場合に限って、当該暦年四半期の初日（ただし、上記(ⅰ)の場合、2026年７月１

日に開始する暦年四半期に関しては2026年９月23日とする。）から末日までの期間において、本新

株予約権を行使することができます。

なお、一定の日における当社普通株式の「終値」とは、株式会社東京証券取引所におけるその日の

当社普通株式の普通取引の終値をいいます。また、「取引日」とは、株式会社東京証券取引所にお

ける取引日をいい、終値が発表されない日を含みません。

ただし、本（２）記載の本新株予約権の行使の条件は、下記①、②および③の期間並びにパリティ

事由（以下に定義する。）が発生した場合における下記④の期間は適用されません。

① 株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（以下「R&I」という。）による当社

の発行体格付がBBB-以下であるか、R&Iにより当社の発行体格付がなされなくなったか、若しく

はR&Iによる当社の発行体格付が停止若しくは撤回されている期間

② 当社が、本社債の繰上償還の通知を行った日以後の期間（ただし、本新株予約権付社債の要項に

定める税制変更による繰上償還の場合に、繰上償還を受けないことが選択された本社債に係る本

新株予約権を除く。）

③ 当社が組織再編等を行うにあたり、上記３記載のとおり本新株予約権の行使を禁止しない限り、

本新株予約権付社債の要項に従い本新株予約権付社債権者に対し当該組織再編等に関する通知を

行った日から当該組織再編等の効力発生日までの期間

④ 当社がパリティ事由が発生した旨を本新株予約権付社債権者に通知した日の東京における翌営業

日（同日を含む。）から起算して東京における15連続営業日の期間

「パリティ事由」とは、本新株予約権付社債権者から当該事由の発生に関する通知を受けた日

のロンドンおよび東京における３営業日後の日から起算して東京における５連続営業日のいず

れの日においても、(ⅰ)ブルームバーグが提供する本新株予約権付社債の買値情報（BVAL）若

しくはその承継サービスが提供する本新株予約権付社債の買値情報に基づき計算代理人（以下

に定義する。）が本新株予約権付社債の要項に定めるところにより決定する本新株予約権付社

債の価格がクロージング・パリティ価値（以下に定義する。）の98％を下回っているか、(ⅱ)

上記(ⅰ)記載の価格を入手できない場合には、当社が選定する主要金融機関が本新株予約権付

社債の要項に定めるところにより提示する本新株予約権付社債の買値がクロージング・パリ

ティ価値の97％を下回っているか、または(ⅲ)上記(ⅰ)記載の価格若しくは上記(ⅱ)記載の買

値のいずれも取得することができない、と計算代理人が決定した場合をいいます。

「クロージング・パリティ価値」とは、(ⅰ)1,000万円を当該日において適用のある転換価額で

除して得られる数に、(ⅱ)当該日における当社普通株式の終値を乗じて得られる金額をいいま

す。

「計算代理人」とは、MUFG Bank, Ltd., London Branchをいいます。

６．（１）組織再編等が生じた場合、当社は、承継会社等（以下に定義する。）をして、本新株予約権付社債

の要項に従って、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に

代わる新たな新株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとします。ただし、かかる承継お

よび交付については、(ⅰ)その時点で適用のある法律上実行可能であり、(ⅱ)そのための仕組みが

既に構築されているかまたは構築可能であり、かつ、(ⅲ)当社または承継会社等が、当該組織再編

等の全体から見て不合理な（当社がこれを判断する。）費用（租税を含む。）を負担せずに、それ

を実行することが可能であることを前提条件とします。かかる場合、当社は、また、承継会社等が

当該組織再編等の効力発生日において日本の上場会社であるよう最善の努力をするものとします。

本(１)記載の当社の努力義務は、承継会社等が、当該組織再編等の効力発生日において、理由の如

何を問わず、日本の上場会社であることを当社は予想していない旨の証明書を当社が受託会社に対

して交付した場合には、適用されません。

「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債および／または本

新株予約権に係る当社の義務を引き受ける会社をいいます。

（２）上記(１)の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとします。

① 新株予約権の数

　当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に係る本新株予約権
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の数と同一の数とします。

② 新株予約権の目的である株式の種類

　承継会社等の普通株式とします。

③ 新株予約権の目的である株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、承継会社等が

当該組織再編等の条件等を勘案のうえ、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、

下記(ⅰ)または(ⅱ)に従います。なお、転換価額は上記２(３)と同様の調整に服します。(ⅰ)

合併、株式交換または株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約

権を行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承

継会社等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を

行使したときに受領できるように、転換価額を定めます。当該組織再編等に際して承継会社等

の普通株式以外の証券またはその他の財産が交付されるときは、当該証券または財産の価値を

承継会社等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて

受領できるようにします。(ⅱ)上記以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生

日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済

的利益を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受

領できるように、転換価額を定めます。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の内容およびその価額

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社

債の価額は、承継された本社債の額面金額と同額とします。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編等の効力発生日（場合によりその14日後以内の日）から、上記３に定める本新株

予約権の行使期間の満了日までとします。

⑥ その他の新株予約権の行使の条件

承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとします。また、承継会社等の新株予約

権の行使は、上記５(２)と同様の制限を受けます。

⑦ 承継会社等による新株予約権付社債の取得

承継会社等は、承継会社等の新株予約権および承継された社債を本新株予約権付社債の要項５

(８)と同様に取得することができます。

⑧ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会

社計算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額と

し、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とします。増加する資

本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とします。

⑨ 組織再編等が生じた場合

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取り扱いを行

います。

⑩ その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行

いません。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できません。

（３）当社は、上記(１)の定めに従い本社債および信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け

または承継させる場合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新

株予約権付社債の要項に従います。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

― 183,660 ― 35,920 ― ―
 

 
（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
㈱(信託口)

東京都港区赤坂１－８－１ 41,068 23.57

㈱日本カストディ銀行(信託口) 東京都中央区晴海１－８－12 28,051 16.11

青井不動産㈱ 東京都渋谷区神南１－21－３ 6,019 3.46

㈱日本カストディ銀行(信託口４) 東京都中央区晴海１－８－12 4,690 2.69

公益財団法人青井奨学会 東京都中野区中野４－３－２ 3,318 1.91

野村信託銀行㈱(投信口) 東京都千代田区大手町２－２－２ 2,862 1.64

青井　忠雄 東京都渋谷区 2,784 1.60

JP MORGAN CHASE BANK 385781
(常任代理人　㈱みずほ銀行)

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,
E14 5JP, UNITED KINGDOM
 (東京都港区港南２－15－１)

2,517 1.45

㈱烏山 東京都千代田区内幸町２－２－３ 2,454 1.41

永和不動産㈱ 東京都千代田区有楽町１－５－１ 2,382 1.37

計 ― 96,150 55.21
 

（注）１ 当社は、自己株式9,492千株を保有していますが、上記大株主からは除外しています。なお、当該自己株式

には、役員報酬ＢＩＰ信託および株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式は含めていません。

２ 大和アセットマネジメント㈱およびその共同保有者から2025年６月５日付けで公衆の縦覧に供されている大

量保有報告書により、2025年５月30日現在で以下のとおり、株式を保有している旨の報告を受けましたが、
当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができていないため、上記大株主の状況は
株主名簿によっています。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

大和アセットマネジメント㈱ 東京都千代田区丸の内１－９－１ 9,812 5.34
 

３ ブラックロック・ジャパン㈱およびその共同保有者から2025年７月18日付けで公衆の縦覧に供されている大

量保有報告書により、2025年７月15日現在で以下のとおり、株式を保有している旨の報告を受けましたが、
当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができていないため、上記大株主の状況は
株主名簿によっています。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ブラックロック・ジャパン㈱ 東京都千代田区丸の内１－８－３ 3,943 2.15

ブラックロック・フィナンシャル・
マネジメント・インク
（BlackRock Financial
Management,Inc.）

米国　デラウェア州　ウィルミントン　リト
ル・フォールズ・ドライブ　251

278 0.15
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ブラックロック（ネザーランド）BV
（BlackRock (Netherlands)BV）

オランダ王国　アムステルダム　HA1096　ア
ムステルプレイン　１

270 0.15

ブラックロック・ファンド・マネ
ジャーズ・リミテッド
（BlackRock Fund Managers
Limited）

英国　ロンドン市　スログモートン・アベ
ニュー 12

730 0.40

ブラックロック・アセット・マネジ
メント・アイルランド・リミテッド
（BlackRock Asset Management
Ireland Limited）

アイルランド共和国　ダブリン　ボールスブ
リッジ　ボールスブリッジパーク２　１階

452 0.25

ブラックロック・ファンド・アドバ
イザーズ
（BlackRock Fund Advisors）

米国　カリフォルニア州　サンフランシスコ
市　ハワード・ストリート　400

2,043 1.11

ブラックロック・インスティテュー
ショナル・トラスト・カンパニー、
エヌ．エイ．
（BlackRock Institutional Trust
Company,N.A.）

米国　カリフォルニア州　サンフランシスコ
市　ハワード・ストリート　400

1,639 0.89

 

４ 三井住友信託銀行㈱およびその共同保有者から2025年９月19日付けで公衆の縦覧に供されている大量保有報

告書（変更報告書）により、2025年９月15日現在で以下のとおり、株式を保有している旨の報告を受けまし
たが、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができていないため、上記大株主の
状況は株主名簿によっています。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三井住友信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－１ 1,700 0.93

三井住友トラスト・アセットマネジ
メント㈱

東京都港区芝公園１－１－１ 4,354 2.37

アモーヴァ・アセットマネジメント
㈱

東京都港区赤坂９－７－１ 9,458 5.15
 

５ 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱およびその共同保有者から2026年３月30日付けで公衆の縦覧に供されている大量保有

報告書(変更報告書)により、2026年３月23日現在で以下のとおり、株式を保有している旨の報告を受けまし
たが、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができていないため、上記大株主の
状況は株主名簿によっています。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－５ 3,171 1.73

三菱ＵＦＪアセットマネジメント㈱ 東京都港区東新橋１－９－１ 5,259 2.86

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証
券㈱

東京都千代田区大手町１－９－２ 753 0.41
 

６ 野村證券㈱およびその共同保有者から2026年９月18日付けで公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変

更報告書）により、2026年９月14日現在で以下のとおり、株式を保有している旨の報告を受けましたが、当
社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができていないため、上記大株主の状況は株
主名簿によっています。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

野村證券㈱ 東京都中央区日本橋１－13－１ 4,566 2.42

ノムラ　インターナショナル　ピー
エルシー（ＮＯＭＵＲＡ　ＩＮＴＥ
ＲＮＡＴＩＯＮＡＬ　ＰＬＣ）

1 Angel Lane, London EC4R 3AB, United
Kingdom

1,064 0.56

ノムラ　セキュリテーズ　インター
ナショナル（ＮＯＭＵＲＡ　ＳＥＣ
ＵＲＩＴＩＥＳ　ＩＮＴＥＲＮＡＴ
ＩＯＮＡＬ，Ｉｎｃ．）

Worldwide Plaza 309 West 49th Street New
York, New York 10019-7316

― ―

野村アセットマネジメント㈱ 東京都江東区豊洲２－２－１ 15,055 7.99
 

７ みずほ証券㈱およびその共同保有者から2026年９月25日付けで公衆の縦覧に供されている大量保有報告書

(変更報告書)により、2026年９月15日現在で以下のとおり、株式を保有している旨の報告を受けましたが、
当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができていないため、上記大株主の状況は
株主名簿によっています。
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氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

みずほ証券㈱ 東京都千代田区大手町１－５－１ 1,701 0.92

アセットマネジメントOne㈱ 東京都千代田区丸の内１－８－２ 12,934 6.99

みずほインターナショナル
（Mizuho International plc）

30 Old Bailey, London, EC4M 7AU, United
Kingdom

― ―
 

 

（６）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

9,492,100

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,736,628 ―
173,662,800

単元未満株式
普通株式

― 一単元(100株)未満の株式
505,517

発行済株式総数 183,660,417 ― ―

総株主の議決権 ― 1,736,628 ―
 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員報酬ＢＩＰ信託および株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する

当社株式133,200株（議決権1,332個）を含めています。
 

② 【自己株式等】

  2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱丸井グループ

東京都中野区中野４－３－２ 9,492,100 ― 9,492,100 5.17

計 ― 9,492,100 ― 9,492,100 5.17
 

(注)　役員報酬ＢＩＰ信託および株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式133,200株は、上記自己株式等に含めてい

ません。
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２ 【役員の状況】

(1) 役員の異動の状況

該当事項はありません。

 
(2) 業績連動報酬の算定方法

前事業年度の有価証券報告書「第一部　企業情報　第４　提出会社の状況　４．コーポレート・ガバナンスの

状況等」(4)役員の報酬等　①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項（業績連動報

酬）について、有価証券報告書の提出日時点では未確定でしたが、2026年６月27日開催の取締役会において確定

しましたので、改めて業績連動報酬について記載します。

 

当社の業績連動報酬である業績連動賞与の算定方法は以下のとおりです。

 
各取締役の職責に基づき、事業年度ごとの会社業績向上に対する意識を高めるため、単年度の業績指標の目標

に対する達成度合いに応じて業績連動係数を決定し、これを役位別の基準額に乗じて業績連動賞与の支給額を決

定します。株主との一層の価値共有を図り会社業績に連動させるため業績指標をＥＰＳ（公表計画）とし、目標

達成度合いに応じて業績連動係数の変動幅を0～200％の範囲とします。

 
□ 業績連動賞与の算定式

業績連動賞与　＝　役位別の基準額　×　業績連動係数
 

・目標とする業績指標と業績連動係数

 目標とする指標 目標値 実績 業績連動係数

2025年３月期

ＥＰＳ

141.4円 143.2円 101％

2026年３月期 155.0円 158.4円 102％

2027年３月期 164.0円 － －

 

 

□ 業績連動賞与の報酬限度額

・取締役（社外取締役を除く。）に支給する業績連動賞与の報酬限度額は年額100百万円（使用人兼務取締

役に対する使用人賞与を除く。）（株主総会決議の日 2016年６月29日）。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しています。

 
２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けています。
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１ 【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 53,548 56,272

  受取手形及び売掛金 6,922 7,248

  割賦売掛金 635,676 697,059

  営業貸付金 78,008 86,793

  商品 659 649

  その他 83,439 77,915

  貸倒引当金 △24,167 △25,206

  流動資産合計 834,087 900,733

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 52,034 50,892

   土地 97,056 97,153

   その他（純額） 19,798 20,593

   有形固定資産合計 168,888 168,639

  無形固定資産 12,227 12,019

  投資その他の資産   

   投資有価証券 39,226 38,977

   差入保証金 18,670 18,503

   その他 68,175 67,839

   投資その他の資産合計 126,072 125,320

  固定資産合計 307,188 305,979

 資産合計 1,141,276 1,206,712
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 7,564 6,456

  短期借入金 129,805 130,598

  1年内償還予定の社債 20,146 41,146

  コマーシャル・ペーパー 31,000 53,000

  未払法人税等 7,927 8,461

  賞与引当金 2,985 3,184

  ポイント引当金 45,525 48,506

  株式給付引当金 929 －

  商品券等引換損失引当金 142 142

  その他 100,029 72,681

  流動負債合計 346,056 364,176

 固定負債   

  社債 80,000 59,000

  転換社債型新株予約権付社債 － 50,000

  長期借入金 455,300 486,500

  利息返還損失引当金 4,506 3,698

  債務保証損失引当金 40 38

  株式給付引当金 － 327

  その他 10,551 10,945

  固定負債合計 550,398 610,511

 負債合計 896,454 974,687

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 35,920 35,920

  資本剰余金 88,023 88,034

  利益剰余金 119,552 124,416

  自己株式 △10,095 △27,216

  株主資本合計 233,400 221,155

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 10,786 10,280

  その他の包括利益累計額合計 10,786 10,280

 非支配株主持分 635 588

 純資産合計 244,821 232,024

負債純資産合計 1,141,276 1,206,712
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上収益 136,427 146,973

売上原価 16,921 16,717

売上総利益 119,506 130,256

販売費及び一般管理費 ※  93,110 ※  99,419

営業利益 26,395 30,837

営業外収益   

 受取配当金 229 220

 預り金精算益 54 225

 その他 160 213

 営業外収益合計 445 659

営業外費用   

 支払利息 2,636 4,338

 その他 1,146 1,780

 営業外費用合計 3,783 6,119

経常利益 23,058 25,377

特別利益   

 固定資産売却益 136 －

 投資有価証券売却益 2,205 21

 その他 105 －

 特別利益合計 2,448 21

特別損失   

 固定資産除却損 699 672

 投資有価証券評価損 1,805 192

 特別損失合計 2,504 864

税金等調整前中間純利益 23,001 24,534

法人税等 8,050 7,704

中間純利益 14,950 16,829

非支配株主に帰属する中間純利益 125 73

親会社株主に帰属する中間純利益 14,825 16,755
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 14,950 16,829

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 3,383 △505

 その他の包括利益合計 3,383 △505

中間包括利益 18,334 16,323

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 18,209 16,249

 非支配株主に係る中間包括利益 125 73
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 23,001 24,534

 減価償却費 7,783 7,958

 ポイント引当金の増減額（△は減少） 2,588 2,981

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,119 1,039

 利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △1,151 △807

 賞与引当金の増減額（△は減少） 198 199

 受取利息及び受取配当金 △249 △245

 支払利息 2,636 4,338

 固定資産除却損 320 332

 投資有価証券売却損益（△は益） △2,205 △21

 投資有価証券評価損益（△は益） 1,805 192

 売上債権の増減額（△は増加） 2,961 △325

 割賦売掛金の増減額（△は増加） △80,609 △61,383

 営業貸付金の増減額（△は増加） 24,117 △8,784

 棚卸資産の増減額（△は増加） △176 632

 買掛金の増減額（△は減少） △1,125 △1,108

 その他 △30,170 △23,408

 小計 △49,156 △53,877

 利息及び配当金の受取額 231 243

 利息の支払額 △2,638 △5,174

 法人税等の支払額 △8,877 △7,326

 法人税等の還付額 11 20

 営業活動によるキャッシュ・フロー △60,430 △66,113

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 固定資産の取得による支出 △11,458 △5,831

 固定資産の売却による収入 263 －

 投資有価証券の取得による支出 △362 △2,583

 投資有価証券の売却による収入 3,007 1,897

 差入保証金の回収による収入 669 2,616

 その他 △2,611 △3,095

 投資活動によるキャッシュ・フロー △10,491 △6,996

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 40,939 24,992

 長期借入れによる収入 38,500 49,000

 長期借入金の返済による支出 △31,500 △42,000

 転換社債型新株予約権付社債の発行による収入 － 49,879

 社債の償還による支出 △10,159 －

 
コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

51,000 22,000

 自己株式の取得による支出 △3,247 △17,901

 
自己株式取得のための預託金の増減額（△は増
加）

△1,000 1,547

 配当金の支払額 △9,602 △11,890

 その他 △277 205

 財務活動によるキャッシュ・フロー 74,652 75,833

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,730 2,723

現金及び現金同等物の期首残高 49,250 53,548

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  52,980 ※  56,272
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【注記事項】

 
(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当中間連結会計期間

(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)
 

税金費用の計算
 

税金費用の計算については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算する方法によっています。ただし、見積実効税率を用いて計算すると著しく合理性を欠

く場合には、法定実効税率を使用する方法によっています。
 

 

 

(中間連結貸借対照表関係)

偶発債務

(1)金融機関が行っている個人向けローンに対する保証債務残高は、次のとおりです。
 

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

  百万円  百万円

 10,332 9,905 
 

 
(2)取引先の当座貸越契約に係る債務保証の極度額は、次のとおりです。

 

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

  百万円  百万円

 500 500 
 

 
(中間連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

  百万円  百万円

広告宣伝販促費 2,388 2,887 

ポイント引当金繰入額 18,981 20,800 

支払手数料 13,219 14,713 

貸倒引当金繰入額 11,756 13,223 

給料及び手当 12,245 12,549 

賞与引当金繰入額 2,889 2,991 

地代家賃 5,954 5,345 

減価償却費 7,096 7,384 
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

す。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

  百万円  百万円

現金及び預金勘定 52,980 56,272 

現金及び現金同等物 52,980 56,272 
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月25日
定時株主総会

普通株式 9,602 53 2025年３月31日 2025年６月26日 利益剰余金
 

（注）2025年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託および株式付与ＥＳＯＰ信託

が保有する当社の株式に対する配当金25百万円を含めています。

 
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月11日
取締役会

普通株式 11,808 65 2025年９月30日 2025年12月５日 利益剰余金
 

（注）2025年11月11日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託および株式付与ＥＳＯＰ信託が保

有する当社の株式に対する配当金31百万円を含めています。

 
(3) 株主資本の著しい変動

当社は、2024年11月12日開催の取締役会での決議に基づき、当中間連結会計期間において3,246百万円（1,201

千株）の自己株式の取得を行いました。

また、2025年５月13日開催の取締役会での決議に基づき、2025年５月30日付で自己株式25,000千株（発行済株

式総数の11.98％）の消却を実施しました。これにともない資本剰余金および自己株式がそれぞれ57,818百万円

減少しています。なお、自己株式の消却により、その他資本剰余金の残高が負の値となったため、その他資本剰

余金を零とし、当該負の値をその他利益剰余金から減額しています。

また、2025年５月13日開催の取締役会での決議および2025年６月25日開催の株主総会での決議に基づき、2025

年９月12日付で、一般財団法人ソーシャル・イントラプレナー育成財団への活動支援を目的として、株式会社日

本カストディ銀行を引受先とした第三者割当による自己株式1,700千株の処分を実施しました。これにともない

資本剰余金が3,923百万円、自己株式が3,924百万円減少しています。

以上のことなどから当中間連結会計期間末において資本剰余金は87,999百万円、利益剰余金は117,709百万

円、自己株式は5,669百万円となりました。

 
当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月27日
定時株主総会

普通株式 11,890 66 2026年３月31日 2026年６月29日 利益剰余金
 

（注）2026年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託および株式付与ＥＳＯＰ信託

が保有する当社の株式に対する配当金31百万円を含めています。

 
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月10日
取締役会

普通株式 11,669 67 2026年９月30日 2026年12月４日 利益剰余金
 

（注）2026年11月10日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託および株式付与ＥＳＯＰ信託が保

有する当社の株式に対する配当金８百万円を含めています。

 
(3) 株主資本の著しい変動

当社は、2025年11月11日開催の取締役会での決議に基づき、当中間連結会計期間において2,896百万円（969千

株）、2026年８月４日開催の取締役会での決議に基づき、14,999百万円（5,013千株）の自己株式の取得を行い

ました。

以上のことなどから当中間連結会計期間末において、自己株式は27,216百万円となりました。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

報告セグメントごとの売上収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額
（注)２小売 フィンテック 計

売上収益      

 外部顧客への売上収益 39,138 97,289 136,427 － 136,427

 セグメント間の内部
 売上収益又は振替高

3,698 785 4,484 △4,484 －

計 42,837 98,074 140,911 △4,484 136,427

セグメント利益 5,144 25,429 30,573 △4,178 26,395
 

 

(注) １ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去1,054百万円、各報告セグメントに配分していない全社

費用△5,232百万円です。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の費用で
す。

２ セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
 

 

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

報告セグメントごとの売上収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額
（注)２小売 フィンテック 計

売上収益      

 外部顧客への売上収益 40,140 106,833 146,973 － 146,973

 セグメント間の内部
 売上収益又は振替高

3,622 3,466 7,088 △7,088 －

計 43,762 110,300 154,062 △7,088 146,973

セグメント利益 6,530 28,339 34,869 △4,032 30,837
 

 

(注) １ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去1,552百万円、各報告セグメントに配分していない全社

費用△5,584百万円です。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社の費用で
す。

２ セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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(収益認識関係)

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

   （単位：百万円）

 
報告セグメント

小売 フィンテック 合計

受託販売手数料 2,789 － 2,789

消化仕入売上高（純額） 1,943 － 1,943

商品売上高 1,216 － 1,216

関連事業収入 10,134 － 10,134

加盟店手数料 － 29,914 29,914

サービス収入 － 3,173 3,173

IT他 2,885 1,072 3,958

顧客との契約から生じる収益 18,968 34,161 53,130

その他の収益（注） 20,169 63,127 83,297

外部顧客への売上収益 39,138 97,289 136,427
 

 

(注) その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）に基づく定期借

家テナント賃料や、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）に基づく分割・

リボ手数料、カードキャッシング利息、保険法の定義を満たす保険料収入等です。

 
当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

   （単位：百万円）

 
報告セグメント

小売 フィンテック 合計

受託販売手数料 2,886 － 2,886

消化仕入売上高（純額） 2,211 － 2,211

商品売上高 1,816 － 1,816

関連事業収入 9,956 － 9,956

加盟店手数料 － 32,662 32,662

サービス収入 － 3,528 3,528

IT他 2,943 792 3,735

顧客との契約から生じる収益 19,814 36,983 56,798

その他の収益（注） 20,325 69,850 90,175

外部顧客への売上収益 40,140 106,833 146,973
 

 

(注) その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）に基づく定期借

家テナント賃料や、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）に基づく分割・

リボ手数料、カードキャッシング利息、保険法の定義を満たす保険料収入等です。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の

とおりです。
 

項目
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

（１）１株当たり中間純利益 82円47銭 94円49銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 14,825 16,755

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益(百万円)

14,825 16,755

普通株式の期中平均株式数(千株) 179,771 177,332

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － 93円13銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数（千株） － 2,579

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益の算定に含まれなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

(注) １ 前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため、記載

していません。

　　 ２ 普通株式の期中平均株式数の算出において、発行済株式数から控除する自己株式には、役員報酬ＢＩＰ信託

および株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式を含めています。（前中間連結会計期間482千株、当中間

連結会計期間276千株）

 
２ 【その他】

中間配当

2026年11月10日開催の取締役会において、2026年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配

当を行うことを決議しました。

①　配当金の総額 11,669百万円

②　１株当たりの金額 67円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月12日

株式会社丸井グループ

取締役会 御中

PwC Japan有限責任監査法人

東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴　木　智　佳　子

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 関　 根　  和 　昭

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社丸井グ

ループの2026年4月1日から2027年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年4月1日から2026年9月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社丸井グループ及び連結子会社の2026年9月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査
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人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　 上

 
（注）1．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

2. XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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